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作成日：
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2023年3月16日
2023年5月30日

　  株式会社データーマイン

2022 環境経営レポート
年1月1日　　 ～ 年12月31日



１． 環境関連法規制や当社が約束したことを順守します。

２． 次の事項について環境経営目標・環境経営計画を定め、継続的な改善に努めます。

①電力及び燃料使用による二酸化炭素排出量削減に努めます。

②廃棄物排出量の削減及び再資源化の推進に努めます。

③水道水使用量の削減に努めます。

④環境に配慮した測量及び調査を推進します。

３． 環境への取り組みを環境経営レポートとしてとりまとめ公表します。

４． この環境経営方針は、全従業員に周知・徹底します。

制定日：

改定日：

代表取締役

　佐藤 有司

＜環境保全への行動指針＞

環 境 経 営 方 針

2022年2月3日

　弊社は、ますます深刻化する地球温暖化や、地下資源の枯渇などの環境問題が、

経営の重要課題との認識にたち、測量・調査の事業活動全般における環境負荷の低

減を図り、事業を通じて社会の課題解決に貢献するために、社員一丸となって自主

的・積極的に、環境保全活動に取り組みを継続します。

2021年1月5日



□組織の概要

（１） 名称及び代表者名

株式会社データーマイン

代表取締役　佐藤　有司

（２） 所在地

本　　社：〒658-0021　神戸市東灘区深江本町3丁目2番16号シャーメゾン東灘ビル302号

（３） 環境管理責任者氏名および連絡先

環境管理責任者　代表　佐藤　有司

連　　絡　　先　078-452-0211

（４） 事業内容

土地の測量、調査

（５） 事業の規模

売上高   ３，０００万円

本　社

６名

114.56㎡

（６） 事業年度 １月～１２月

□認証・登録の対象組織・活動

登録組織名： 株式会社データーマイン

サイト： 本　社

対象外： なし

活　動： 土地の測量、調査

従業員数　　　　

延べ床面積　　　



□環境経営組織図及び役割・責任・権限表 更新日：

単位 2020年度 2021年度 2022年度

kg-CO2 5,413 6,390 7,968

㎏ － 189 139

㎏ 0 0 0

㎥ 31 44 36

※電力の二酸化炭素排出量換算値 0.351 kg-CO2/kWh（関西電力、調整後排出係数）

単位：kg-CO2
化石燃料 電力

2022年度 5,381 2,587 省エネ+ハイブリッド車
2030年度 2,600 1,300 省エネ+電気自動車+再エネ電力+カーボンオフセット
2050年度 0 0 省エネ+太陽光発電＋電気自動車+再エネ電力

 産業廃棄物排出量

水使用量

対　策

項　目

二酸化炭素総排出量

廃棄物排出量

 一般廃棄物量排出量

代表者

環境事務局

環境管理 責任者

□主な環境負荷の実績

測量部門

2023年4月13日

事務部門

カーボンニュートラルに向けたわが社の取り組み

統括責任

必要な経営資源を準備

課題とチャンスの明確化

環境経営方針の策定・見直し

環境管理責任者の補佐、環境委員会の事務局

各種帳票の作成・データの取りまとめ

環境経営目標・計画書案の作成

環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版

管理

環境に関する実行責任者

環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚

決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ
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（基準値) （目標） （実績） （目標） （目標）

kg-CO2 2,597 2,571 2,587 2,545 2,519

基準年比 99.0% 99.6% 98.0% 97.0%

kg-CO2 3,792 3,755 5,381 3,717 3,679

基準年比 99.0% 141.9% 98.0% 97.0%

kg-CO2 6,390 6,326 7,968 6,262 6,198

kg 189 189 139.0 187 185

基準年比 100.0% 74% 99% 98%

㎥ 44 44 36 44 43

基準年比 100.0% 81.8% 100.0% 96.7%

検討開始 検討開始 目標設定 運用

※化学物質（PRTR物質）の取り扱いはありません

◎よくできた　○ままできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

達成状況

数値目標
×

○

○

△

□環境経営計画及び取組結果とその評価、次年度の取組計画

上記二酸化炭素排出量合計

　　　　　　　　　　　年　度
　　項　目

2021年度 2022年度

取り組み計画 評　価（結果と次年度の取組計画）

電力による二酸化炭素排出量の削減

電力の二酸化炭素排
出量削減

ガソリンの二酸化炭
素排出量削減

2023年度

□環境経営目標及びその実績

2024年度

・8月に事務所を増設したことにより、電力
使用量が増加したと思われる。しかし、削減
への取組はそれなりに成果となっている。
・4月以降全体会議を行い、取組についての
意見交換会を実施することとする。

・空調温度の適正化（冷房２８℃　暖房２０℃）

・不要照明の消灯

・ノー残業デーの実施

一般廃棄物の削減

節水

環境に配慮した事業
活動
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数値目標
×

○

○

数値目標
○

○

○

○

数値目標
○

○

○

×

節水

・従業員数の増加も見込まれるが、今後でき
ていることは継続していく。

・節水シールの貼り付け

・ポスター掲示

・節水弁取り付け

・遠方の現場が後半も続いたため、自動車に
乗る機会が増えた。なるべく公共機関を利用
するように心がけている。
・エコ運転をしているので、事故もなく安全
に運転できている。

・次年度もなるべく公共機関を利用するよう
に呼びかける。

・エリア別営業活動の見直し

一般廃棄物の削減

・ゴミの分別を徹底し、紙類等もリサイクル
に回すように心掛けた。
・ペットボトルの再利用
・PDF化し印刷物の削減を心掛けた。
・裏紙の使用や両面印刷での打出しを心掛け
た。
・今後、できていることは継続する

・分別の徹底

・シュレッダー廃紙のリサイクル化

・電子化による印刷物の削減

自動車燃料による二酸化炭素排出量の削減

・エコドライブの実践
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○

令和2年4月22日事業継続力強化計画の認定を受けました。

・水 ・給水バッグ

・カセットボンベ ・軍手

・非常食 ・太陽光発電機

・カイロ

・簡易トイレ

・アルコール

□緊急事態への備え

緊急事態に備えた備蓄

環境に配慮した事業活動

・検討開始 ・4月以降全体会議を行い、取組についての
意見交換会を実施することとする。
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≪緊急事態の試行訓練➀≫

≪緊急事態の試行訓練➁≫

日　　時 2022年5月20日

試行・訓練
の内容

消火訓練

テナントの集まりで消火訓練に参加。
消火器の使い方について、サンプルを使用し実際に行った。

参加者：寺田、四方

担当部署

責任者

試行・訓練結果
の評価

消火器の使い方を習うことができた。なかなか実際使用する機会がないの
で、良い経験となった。

手順書の変更の必要性：　□有　　■無

試行・訓練結果
の評価

四方

☑地震　☑火災　□通報　☑安否確認　☑避難

2022年4月20日

手順書の変更の必要性：　□有　　■無

訓練を実施することで、全社員が消火器の位置確認ができた。また、事務
所から各所への連絡も戸惑うことなくスムーズに伝達できた。今回の訓練
では、避難先までの道のりについても徒歩にて確認し、訓練の充実を図っ
た。

参加者：全社員

佐藤
担当部署

日　　時

責任者

令和4年4月20日午前11時　地震発生。
事務所内キッチンからの出火を想定とし、火災対応手順書の有効性を検証
する。消火器の位置確認、取扱いの確認及び避難経路の確認を実施。

試行・訓練
の内容



法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りである。

なお、関係当局よりの違反等の指摘は、ありませんでした。

□環境に関する外部からの苦情等

対象期間において苦情等はありませんでした。

精道中学校2年生を対象に、

1日間行った。

≪地域社会への貢献≫

トライやる・
ウィーク

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

廃棄物処理法 一般廃棄物、産業廃棄物

自動車リサイクル法 営業用乗用車

適用される法規制 適用される事項（施設・物質・事業活動等）

≪環境関連法規等の遵守状況及び違反訴訟等の有無≫

家電リサイクル法 エアコン、 冷蔵庫・冷凍庫

消防団

総従業員の内2名が、消防団員として社会貢献活動を下記の通り行った。

1.応急手当講習の講師として、市民に対して指導を行った。
2.定時訓練に参加し、来るべき災害に備えた訓練を行った。
3.年末警官に参加し、同区地域の安全活動を行った。



購入率: 87%

FSC認証用紙を採用

□代表者による全体の評価と見直し・指示 実施日：

代表　佐藤　有司

会社全体に環境保全への行動指針が浸透しだしている実感がある。引続き積極的に取
り組んでいくこととする。又、追加項目とし、カーボンニュートラルについて会社と
して考え、対応していきたい。

名刺

省エネ家電

文房具

社用車

その他

実施体制

変更の必要性　□要　■否【コメント】

変更の必要性　□要　■否【コメント】

変更の必要性　□要　■否【コメント】

変更の必要性　□要　■否【コメント】

環境経営方針

目標・環境活動計画

2023.3.15

≪グリーン購入の取組≫

古紙パルプ配合率70％再生紙を
使用。

できる限りDCモーターの家電を
購入した。

ハイブリッド車を
採用


